
　（1）バランスシートの作成手法について

・算出の基礎となるデータについて

・対象となる会計について

　（2）資産の部について

・有形固定資産

・有形固定資産の減価償却について

有形固定資産耐用年数表

・投資等

・流動資産

Ⅰ　【普通会計】

　１　バランスシート

　バランスシート作成に用いるデータとしては、昭和４４年度以降の地方財政状況調査（以下「決算
統計」）の数値を使用しております。昭和４３年度以前の取得財産は、現在の物価水準からみてその
価値が相当に小さく、減価償却を行えば未償却残高は僅少であるものと考え今回の財産対象からは除
いてあります。

　対象となる会計は普通会計です。これは、基礎データが普通会計の決算統計によるものであるから
です。

　「退職手当組合積立金」には、退職手当組合の保有する基金のうち加入団体の持分相当額をその団
体の資産として計上するものです。本市の場合は加入一時金を資産分と見なして計上しています。

　「貸付金」には、市民、中小企業に対し貸付けた経費を計上しています。
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　「投資及び出資金」には、本市から他団体への投資及び出資金の額を計上しています。
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　平成１８年度までの決算状況をもとに、バランスシート（貸借対照表）を作成しました。作成にあ
たっては、経営資源の状況とその経営資源を調達するための財源状況を明らかにするものとして位置
付け、資産の評価は原則として取得原価としております。

　有形固定資産の価格は、決算統計の普通建設事業（道路、橋りょう、学校、庁舎等の資産形成に資
する事業）に要した経費の累計です。また、行政目的別に資産計上しています。

　有形固定資産に計上する価格から、土地の取得価格を除き、下表による耐用年数により減価償却し
ています。これは、後世代に継承される資産を把握する観点から、減価償却を行うものです。

　資産の科目は、「有形固定資産」、「投資等」及び「流動資産」に分類して表示しています。これ
は、１会計年度を越えて経営資源として用いられる有形・無形の価値である財産です。
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１　総務費

（１）庁舎等

　「基金」には、各種基金の残高を計上しています。そのうち、流動性の高いものについては、流動
資産に計上しています。

　「現金・預金」には、流動性の高い基金である「財政調整基金」と「減債基金」の残高と形式収支
に相当する「歳計現金」を計上しています。
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　（3）負債の部について

・固定負債

・流動負債

　（4）正味資産の部について

　負債の科目は、「固定負債」及び「流動負債」に分類して表示しています。これは本市が負ってい
る債務です。

　長期にわたって支払いをすべき債務であり、「地方債」には、市債の年度末残高から翌年度償還予
定の元金分を控除した額を計上しています。

　「債務負担行為」のうち、「物件の購入等」には、ＰＦＩ等の手法により整備した資産で、既に物
件の引渡しを受けており債務負担行為による債務が残っているものを計上します。

　「退職給与引当金」には、年度末に全職員が普通退職した場合の退職手当総額を計上しています。

　短期間に支払いを要する経費であり、地方債の「翌年度償還予定額」を計上しています。

　資産合計から負債合計を控除した差額を計上しています。これは、後世代が受け継ぐべき公有財産
の実質価値を示しており、資産形成に充当された国庫支出金、県支出金及び一般財源等に分類してい
ます。

　「未収金」には、年度末決算における未収金の総額を、「地方税」及び使用料等の未収に係る「そ
の他」に分けて計上しています。
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